
平
成


年

月


日
水
曜
日

(号
外
政
府
調
達
第



号
)

官
報

 Nature and quantity of the products to be

purchased : Direct‑injection whole body
inhalation system 1 Set Set of The test
substance concentration measurement de‑

vice 1 set

 Delivery period : March 20, 2019 Ja‑
nuary 31, 2019

 Delivery place : The place specified by

the obligating Officer

 Qualification for participating in the ten‑

dering procedures : Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

those who shall :

 not come under Article 70 of the Cabi‑

net Order concerning the Budget, Audit‑

ing and Accounting, Furthermore, mi‑

nors, Person under Conservatorship or

Person under Assistance that obtainedthe

consent necessary for concluding a con‑

tract may be applicable under cases of

special reasons within the said clause,

 not come under Article 71 of the Cabi‑

net Order concerning the Budget, Audit‑

ing and Accounting,

 have Grade A or B or C or D in Sales

of products for participating in tenders

by Ministryof Health, Labour and Wel‑

fare (Single qualification for every minis‑

try and agency) in Kanto‑Koshinesu Re‑

gion,

 meet the qualification requirements

which the Obligating Officer may specify,

 Time‑limit for tender : 6 : 00 PM 1,
November, 2018

 Contact point for the notice : Procurem‑

ent Section, Accounting Division, National

Institute of Occupational Safety and Heal‑

th, Japan Kiyose district 146 Umezono
Kiyose‑shi Tokyo‑to 2040024 Japan, TEL
0424914512

入 札 公 告
次のとおり一般競争入札に付します。
平成 30 年９月 12 日
独立行政法人水資源機構分任契約職
長良川河口堰管理所長 武田 浩一

◎調達機関番号 563 ◎所在地番号 24
１ 調達内容
 品目分類番号 26
 調達件名及び数量 長良川河口堰管内で使
用する電気 １式
 調達件名の特質等 入札説明書による。
 契約期間 契約締結の翌日から平成33年２
月28日まで。
 使用期間 平成31年３月１日から平成33年
２月28日まで。
 需要場所 入札説明書による。
 入札方法 落札者の決定にあたっては、入
札書に記載された金額に当該金額の100分の
８に相当する額を加算した金額（当該金額に
１円未満の端数があるときは、その端数金額
を切り捨てた金額とする。）をもって落札価格
とするので、入札者は、消費税及び地方消費
税に係る課税事業者であるか免税事業者であ
るかを問わず、見積もった契約希望金額の
108分の100に相当する金額を入札書に記載す
ること。（詳細は入札説明書による。）

２ 競争参加資格 次に掲げる条件を満たしてい
る者であること。
 以下の各号に該当しない者であること。
 契約を締結する能力を有しない者及び破
産者で復権を得ない者
 独立行政法人水資源機構（以下「機構」
という。）が発注した物品等の調達に係る契
約において、本入札公告の日より過去２年
以内に次のアからキまでのいずれかに該当
する事実があると認められる者
ア 契約の履行に当たり、故意に製造若し
くは業務を粗雑にし、又は物品等の品質
若しくは数量に関して不正の行為をした
事実
イ 公正な競争の執行を妨げた者又は公正
な価格を害し、若しくは不正の利益を得
るために連合した事実
ウ 落札者が契約を結ぶこと又は契約者が
契約を履行することを妨げた事実
エ 監督又は検査の実施に当たり、役員又
は職員の職務の執行を妨げた事実
オ 正当な理由がなくて契約を履行しな
かった事実

カ 受注者の責めに帰すべき事由により契
約解除をした事実
キ アからカまでのいずれかに該当する事
実があった後２年を経過しない者を、契
約の履行に当たり、代理人、支配人その
他の使用人として使用した事実

 機構と締結した請負契約に基づく賠償
金、損害金、違約金又はこれらの遅延利息
を支払っていない者
 会社更生法（平成14年法律第154号）に
基づく会社更生手続きの開始若しくは、民
事再生法（平成11年法律第225号）に基づ
く再生手続開始がなされ一般競争（指名競
争）参加資格の再審査に係る認定を受けて
いない者又は手形交換所による取引停止処
分、主要取引先からの取引停止等の事実が
あり、経営状態が著しく不健全であると認
められる者
 一般競争（指名競争）参加資格審査申請
書（物品製造等）又は添付書類中の重要な
事項について虚偽の記載をし、又は重要な
事実について記載をしなかった者
 営業に関し法律上必要とされる資格を有
しない者

 機構における平成29・30年度一般競争（指
名競争）参加資格業者のうち、業種区分の「役
務の提供（その他）」の認定を受けており、か
つ営業品目の「電気」に登録していること。
 電気事業法第２条の２の規定に基づき小売
電気事業者の登録を受けている者であるこ
と。
 省エネルギーと二酸化炭素排出量削減の要
素を考慮する観点から、入札説明書に記載す
る基準を満たす者であること。
 一般競争参加資格確認申請書及び一般競争
参加資格確認資料の提出期限の日から開札の
時までの期間に、機構から工事請負契約に係
る指名停止等の措置要領に基づき、木曽川水
系及び豊川水系関連区域において指名停止を
受けていないこと。
 入札に参加しようとする者の間に資本関係
又は人的関係がないこと。
 警察当局から、暴力団員が実質的に経営を
支配する建設業者又はこれに準ずるものとし
て、機構発注工事等から排除要請があり、当
該状態が継続している者でないこと。

３ 入札書の提出場所等
 入札書の提出場所、契約条項を示す場所及
び当該入札に関する問い合わせ先
〒5111146 桑名市長島町十日外面136番

地 独立行政法人水資源機構長良川河口堰管
理所 総務課 電話0594425012 ＦＡＸ
0594425020
 入札説明書の交付場所及び交付方法
 別途指定するホームページからのダウン
ロードによる。詳細については、上記３
まで問合せされたい。
 郵送による交付は郵送料を別に必要とす
る。

 入札書の受領期限 平成30年11月１日 16
時00分
 開札の日時及び場所 平成30年11月12日
10時00分 独立行政法人水資源機構 長良川
河口堰管理所 会議室

４ その他
 契約手続において使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨に限る。

 入札保証金及び契約保証金 免除。
 入札者に求められる事項 この競争に参加
を希望する者は、必要な確認申請書及び確認
資料を上記３の受領期限までに、上記３
に示す場所に提出しなければならない。
 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者のした入札、確認申請書又は確認資
料に虚偽の記載をした入札及び入札に関する
条件に違反した入札は無効とする。
 契約書の作成の要否 要。
 落札者の決定方法 予定価格の制限の範囲
内で最低の価格をもって有効な入札を行った
者を落札者とする。
 手続における交渉の有無 無。
 詳細は入札説明書による。
５ Summary

 Contracting Entity : Kouichi Takeda, Di‑

rector of Nagaragawa Estuary Barrage Op‑

eration and Maintenance Office, Japan Wa‑

ter Agency

 Classification of the products to be pro‑

cured : 26
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